
　

バ
イ
デ
ン
大
統
領
は
、
２
０
２
１
年
４
月
28
日
（
日

本
時
間
４
月
29
日
）
に
上
下
両
院
合
同
会
議
に
お
い
て
、

は
じ
め
て
の
演
説
を
行
い
ま
し
た
（1）

。
１
時
間
を
超
え

る
演
説
の
な
か
で
、
バ
イ
デ
ン
大
統
領
は
、
内
政
と
外

政
の
両
面
に
わ
た
る
政
権
の
施
政
方
針
を
示
し
ま
し
た
。

演
説
の
主
な
内
容
は
、
①
大
統
領
就
任
後
の
１
０
０
日

間
に
お
け
る
米
国
の
復
活
と
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
大
幅
な

進
捗
、
②
ア
メ
リ
カ
救
済
プ
ラ
ン
法
（
本
誌
５
月
号
で

紹
介
）
が
も
た
ら
し
た
成
果
、
③
ア
メ
リ
カ
雇
用
計
画

（
本
誌
６
月
号
で
紹
介
）
へ
の
支
持
の
訴
え
、
④
ア
メ

リ
カ
家
族
計
画
の
提
案
（
後
述
）、
⑤
医
療
政
策
と
く

に
Ａ
Ｃ
Ａ
法
（
オ
バ
マ
ケ
ア
）
の
強
化
、
⑥
施
策
を
実

現
す
る
た
め
の
税
制
改
革
、
⑦
外
交
・
安
全
保
障
、
特

に
中
国
と
の
競
争
、
⑧
気
候
変
動
対
策
、
⑨
国
内
に
お

け
る
人
種
差
別
と
の
闘
い
、
⑩
銃
規
制
と
移
民
制
度
改

革
の
訴
え
、
そ
し
て
、
⑪
投
票
制
度
の
改
悪
の
阻
止
と

民
主
主
義
の
擁
護
に
つ
い
て
で
す
。

　

演
説
で
は
、
バ
イ
デ
ン
大
統
領
自
身
の
個
人
的
な
体

験
も
交
え
つ
つ
、
印
象
的
な
フ
レ
ー
ズ
が
い
く
つ
も
用

い
ら
れ
ま
し
た
。
私
の
印
象
に
残
っ
た
も
の
を
い
く
つ

か
紹
介
し
ま
す
と
、「
医
療
は
特
権
で
は
な
く
権
利
で

あ
る
べ
き
だ
」（H

ealthcare should be a right, 
not a privilege in A

m
erica

）、「
白
人
至
上
主
義

と
は
テ
ロ
リ
ズ
ム
で
あ
る
」（W

hite suprem
acy is 

terrorism
）、「
ト
リ
ク
ル
ダ
ウ
ン
の
経
済
が
機
能
し

た
こ
と
は
な
い
。貧
困
層
と
中
間
層
の
引
き
上
げ
に
よ
っ

て
経
済
を
成
長
さ
せ
る
と
き
が
来
た
」（trickle-dow

n 
econom

ics has never w
orked and it's tim

e 
to grow

 the econom
y from

 the bottom
 and 

the m
iddle out

）
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
経
済
の

低
迷
と
コ
ロ
ナ
禍
に
苦
し
む
日
本
人
が
読
ん
で
も
、
感

銘
を
受
け
る
箇
所
の
多
い
演
説
で
す
。
本
連
載
の
読
者

ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
の
概
要
お
よ
び

政
権
発
足
後
の
医
療
政
策

京
都
橘
大
学
教
授　

髙
山  

一
夫

ア
メ
リ
カ
の
医
療
政
策
動
向 

⑿

連  載

の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
も
、
ぜ
ひ
御
一
読
を
お
勧
め

し
た
い
と
思
い
ま
す
（2）

。

　

今
回
の
連
載
で
は
、
バ
イ
デ
ン
大
統
領
が
演
説
で
紹

介
し
た
ア
メ
リ
カ
経
済
計
画
の
概
要
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
政
権
発
足
後
の
医
療
政
策
動
向
に
つ
い
て
い
く

つ
か
取
り
上
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

１
．
ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
の
概
要

　

ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
（A

m
erican Fam

ilies 
Plan

）
は
、
ア
メ
リ
カ
救
済
プ
ラ
ン
法
（
２
０
２
１
年

３
月
に
成
立
、
Ａ
Ｒ
Ｐ
Ａ
法
）
と
ア
メ
リ
カ
雇
用
計
画

（A
m

erican Jobs Plan

）
に
続
く
、「
よ
り
良
い
復

興
（3）

」（Build Back Better

）
の
第
３
弾
と
位
置
付

け
ら
れ
ま
す
（4）

。
ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
の
予
算
規
模
は
、

向
こ
う
10
年
間
に
わ
た
り
１
兆
８
０
０
０
億
ド
ル
（
８
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表　アメリカ家族計画の概要

主な歳出項目 1兆8000億ドル
①教育 5060億ドル

・3・4歳の未就園児に対する保育の無償化 2000億ドル
・2年制のコミュニティ・カレッジの学費無償化 1090億ドル
・低所得者向け奨学金制度（Pell Grants）の拡充 800億ドル
・貧国地区の学生を支援するコミュニティカ

レッジにおける卒業率向上のための投資 620億ドル

・4年制の黒人・先住民・マイノリティ向けの
大学・教育機関の低所得学生に対する2年間
の学費援助

390億ドル

②家族および児童 4950億ドル
・保育料の低減、保育の質向上、保育士の教育

訓練基金 2250億ドル

・全国的な有給休暇・病気休暇制度の創出 2250億ドル
・夏季休暇中の児童に対する無料の食事の提供 250億ドル
・最貧地区の児童に対する無料の食事の提供 170億ドル

③税額控除の拡充 8550億ドル
・ARPA法による児童税額控除の延長（2025年

まで） 4500億ドル

・ARPA法によるACA法適格医療保険料控除の
恒久化 2000億ドル

・ARPA法による勤労所得税額控除（子どもの
いない世帯への適用）の恒久化 1250億ドル

・ARPA法による一時的児童扶養手当税額控除
（子どものいない世帯向け）の恒久化 800億ドル

主な歳入項目 1兆5000億ドル
①タックス・ギャップ（過少申告等）

の是正 7000億ドル

・内国歳入庁の予算増額 ▲800億ドル
・税務監査の強化、IT申告・税務

申告者制度の活用など 7800億ドル

②高所得世帯に対する課税の引き上げ 8000億ドル
・キャピタルゲイン・配当課税の

引き上げ（当初所得100万ドル
超世帯が対象）

4000億ドル

・3.8％のメディケア税率の適用
（40万ドル以上世帯が対象） 2000億ドル

・個人所得税の最高税率を37％か
ら39.6％に引き上げ 1000億ドル

・巨額の事業損失計上の制限を恒
久化 1000億ドル

（総計）10年間の連邦財政の純負担額 3000億ドル

１）各歳出項目間に重複や推計上のばらつきが含まれるので、歳出項目の単純合
計とは異なる。

２）表には主な施策のみを掲載したため、各施策に係る歳出額の合計とは異なる。

出所）Committee for a Responsible Federal Budget, "What's in President Biden's 
American Families Plan?"より作成。

０
０
０
億
ド
ル
は
税
控
除
分
）
で
あ
り
、
Ａ
Ｒ
Ｐ
Ａ
法

（
１
・
９
兆
ド
ル
）
や
ア
メ
リ
カ
雇
用
計
画
（
２
兆
ド

ル
（5）

）
に
匹
敵
し
ま
す
。

　

ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
の
主
な
内
容
を
み
る
と
、
ま
ず

歳
出
項
目
で
は
、
①
教
育
（
未
就
園
児
を
含
め
た
児
童

や
低
所
得
の
学
生
に
対
す
る
支
援
な
ど
10
年
間
で
５
０

６
０
億
ド
ル
）、
②
家
族
お
よ
び
児
童
（
保
育
の
拡
充

や
有
給
休
暇
・
病
気
休
暇
制
度
の
創
出
な
ど
同
４
９
５

０
億
ド
ル
）、
③
税
額
控
除
の
拡
充
（
同
８
５
５
０
億

ド
ル
）
で
、
合
計
１
兆
８
０
０
０
億
ド
ル
で
す
。
歳
入

項
目
で
は
、
①
タ
ッ
ク
ス
・
ギ
ャ
ッ
プ
の
是
正
に
よ
り

10
年
間
で
７
０
０
０
億
ド
ル
、
②
高
所
得
世
帯
に
対
す

る
課
税
の
引
き
上
げ
で
同
８
０
０
０
億
ド
ル
、
合
計
１

兆
５
０
０
０
億
ド
ル
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、

ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
全
体
と
し
て
は
、
10
年
間
の
連
邦

財
政
の
純
負
担
額
は
３
０
０
０
億
ド
ル
と
試
算
さ
れ
ま

す
（
表
を
参
照
）。

　

表
に
示
し
た
通
り
、
今
回
新
た
に
提
案
さ
れ
た
ア
メ

リ
カ
家
族
計
画
で
は
、
２
年
制
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ

レ
ッ
ジ
の
学
生
、ま
た
、黒
人
・
先
住
民
・
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

な
ど
を
対
象
と
す
る
大
学
・
教
育
機
関
の
学
生
た
ち
が

学
業
を
続
け
ら
れ
る
よ
う
、
学
費
援
助
や
奨
学
金
制
度

を
拡
充
し
て
い
ま
す
。
名
門
大
学
に
集
う
エ
リ
ー
ト
学

生
で
は
な
く
、
ア
メ
リ
カ
の
地
域
社
会
を
支
え
、
ま
た

文
化
的
な
多
様
性
を
担
う
若

者
た
ち
を
支
援
す
る
こ
と
で
、

将
来
的
に
ア
メ
リ
カ
社
会
の

分
断
が
緩
和
さ
れ
る
こ
と
を

期
待
し
て
の
こ
と
か
と
思
い

ま
す
。
ま
た
、
未
就
園
児
に

対
す
る
無
料
保
育
の
提
供
や

児
童
税
額
控
除
な
ど
、
子
育

て
世
帯
に
対
す
る
支
援
を
提

起
し
つ
つ
、
子
ど
も
の
い
な

い
世
帯
に
対
し
て
も
勤
労
所

得
控
除
制
度
の
恒
久
化
を
目

指
す
な
ど
、
ひ
ろ
く
低
所
得

お
よ
び
中
間
所
得
層
を
支
援

す
る
施
策
が
盛
り
込
ま
れ
て

い
る
こ
と
も
、
注
目
さ
れ
る

で
し
ょ
う
。

　

医
療
に
関
連
し
た
施
策
と

し
て
は
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
の
適
格

医
療
保
険
の
加
入
者
に
対
す

る
保
険
料
補
助
の
拡
充
を
指

摘
で
き
ま
す
。
ホ
ワ
イ
ト
ハ

ウ
ス
の
発
表
に
よ
れ
ば
、
す

で
に
成
立
し
た
ア
メ
リ
カ
救

1）

2）

2）
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済
プ
ラ
ン
法
は
、
向
こ
う
２
年
に
わ
た
り
医
療
保
険
料

を
引
き
下
げ
る
こ
と
を
定
め
て
お
り
、
月
に
平
均
し
て

50
ド
ル
の
保
険
料
負
担
を
軽
減
し
て
い
ま
す
。
そ
の
う

え
で
、
今
回
の
ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
が
成
立
す
れ
ば
、

保
険
料
負
担
を
軽
減
す
る
仕
組
み
が
恒
久
化
さ
れ
る
た

め
、
９
０
０
万
人
の
医
療
保
険
料
が
安
く
な
り
、
無
保

険
者
も
さ
ら
に
４
０
０
万
人
減
少
す
る
と
の
こ
と
で
す
。

　

さ
ら
に
、
同
じ
発
表
に
お
い
て
、
バ
イ
デ
ン
大
統
領

は
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
の
拡
充
、
薬
価
の
引
き
下
げ
、
個
人
加

入
型
医
療
保
険
に
お
け
る
医
療
保
険
料
と
患
者
自
己
負

担
の
軽
減
、そ
し
て
新
し
い
公
的
医
療
保
険
プ
ラ
ン（
パ

ブ
リ
ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン
）
の
創
設
を
通
じ
た
60
歳
か

ら
の
メ
デ
ィ
ケ
ア
（
公
的
高
齢
者
医
療
保
険
）
加
入
と

メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
の
受
給
ギ
ャ
ッ
プ
の
改
善
な
ど
に
、
今

後
も
取
り
組
む
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。

　

ア
メ
リ
カ
雇
用
計
画
、
ア
メ
リ
カ
家
族
計
画
、
そ
し

て
今
後
の
医
療
制
度
改
革
の
い
ず
れ
に
対
し
て
も
、
共

和
党
と
の
対
立
は
必
至
で
あ
り
、
成
立
に
は
か
な
り
の

困
難
が
伴
い
ま
す
。
政
治
的
な
妥
協
点
は
あ
る
の
で

し
ょ
う
か
。
一
例
と
し
て
、『
ア
メ
リ
カ
医
師
会
雑
誌
』

に
掲
載
さ
れ
た
ブ
レ
ン
ド
ン
氏
ら
に
よ
る
世
論
調
査
の

分
析
に
よ
れ
ば
、Ａ
Ｃ
Ａ
法
の
拡
充
や
国
民
皆
保
険（
メ

デ
ィ
ケ
ア
・
フ
ォ
ー
・
オ
ー
ル
）
に
対
す
る
両
党
支
持

者
の
賛
否
は
明
確
に
分
か
れ
た
も
の
の
、
パ
ブ
リ
ッ

ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す
る
賛
否
に
関
し
て
は
、
民
主

党
支
持
者
の
82
％
（
ｎ=

７
０
３
）
に
対
し
て
、
共
和

党
支
持
者
（
ｎ=

５
８
０
）
も
62
％
と
、
比
較
的
似
た

よ
う
な
傾
向
を
示
し
ま
し
た
。
こ
の
点
に
、
医
療
制
度

改
革
の
た
め
の
超
党
派
的
な
法
案
作
り
の
可
能
性
が
あ

る
の
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
同
論
文
で
は
、
共

和
党
支
持
者
は
政
府
の
責
任
に
よ
る
皆
保
険
制
度
を
支

持
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
同
党
支
持
者
の
64
％
は

Ａ
Ｃ
Ａ
法
を
解
体
し
て
州
レ
ベ
ル
の
民
間
医
療
保
険
シ

ス
テ
ム
に
代
え
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
と
、
釘
を
刺
し

て
い
ま
す
（6）

。

　

２
、
バ
イ
デ
ン
政
権
に
お
け
る

　
　

医
療
分
野
の
政
策
動
向

　

バ
イ
デ
ン
政
権
成
立
後
の
医
療
政
策
動
向
に
つ
い
て

も
、
少
し
補
足
を
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
違
憲
判
決
の
そ
の
後
の
状
況
に
つ

い
て
で
す
。
本
誌
１
月
号
で
も
紹
介
し
た
よ
う
に
、
米

国
司
法
省
は
、
２
０
２
０
年
11
月
に
連
邦
最
高
裁
判
所

が
開
催
し
た
口
頭
弁
論
に
お
い
て
、
原
告
側
の
テ
キ
サ

ス
州
ら
を
支
持
し
ま
し
た
（7）

。
Ａ
Ｃ
Ａ
法
違
憲
訴
訟
の

原
告
で
あ
る
テ
キ
サ
ス
州
ら
の
主
張
を
簡
単
に
振
り

返
り
ま
し
ょ
う
。
原
告
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
下
で
成

立
し
た
２
０
１
７
年
税
制
改
革
法
（T

ax Cuts and 
Jobs A

ct

）
の
施
行
に
伴
い
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
が
医
療
保

険
の
未
加
入
者
に
課
し
た
罰
金
が
ゼ
ロ
に
引
き
下
げ
ら

れ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
の
罰
金
に
係
る

条
項
は
、
い
ま
や
議
会
の
課
税
権
か
ら
逸
脱
し
て
お
り
、

合
衆
国
憲
法
に
違
反
し
て
い
る
と
主
張
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
医
療
保
険
加
入
を
促
す
罰
金
制
度
が
Ａ
Ｃ
Ａ

法
全
体
と
不
可
分
の
規
定
で
あ
る
と
し
て
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法

の
全
体
も
憲
法
違
反
で
あ
る
と
断
じ
て
い
ま
す
。
２
０

２
０
年
11
月
の
時
点
で
は
、
司
法
省
は
こ
う
し
た
見
解

を
支
持
し
て
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
バ
イ
デ
ン
政
権
の
発
足
に
伴
い
、
司
法
省

は
前
言
を
撤
回
し
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
を
擁
護
す
る
側
に
転
じ

ま
し
た
。
政
権
が
交
代
し
た
と
は
い
え
、
司
法
省
が

判
断
を
ひ
っ
く
り
返
す
の
は
、
き
わ
め
て
異
例
の
こ

と
だ
そ
う
で
す
。
司
法
省
の
訟
務
長
官
（Solicitor 

General

）が
連
邦
最
高
裁
長
官
に
宛
て
た
レ
タ
ー（
２

０
２
１
年
２
月
10
日
付
）
を
み
る
と
、
２
０
１
７
年
税

制
改
革
法
は
罰
金
制
度
に
係
る
規
定
そ
の
も
の
を
廃
止

し
た
わ
け
で
は
な
く
、
保
険
に
加
入
し
な
い
と
い
う
合

法
的
な
選
択
に
係
る
金
銭
的
な
負
担
を
廃
止
し
た
だ
け

で
あ
り
、
こ
れ
を
も
っ
て
合
衆
国
憲
法
に
違
反
す
る
と

は
考
え
ら
れ
な
い
と
述
べ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
仮
に
最

高
裁
が
罰
金
制
度
に
係
る
規
定
を
違
憲
だ
と
判
断
し
た
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と
し
て
も
、
同
規
定
は
Ａ
Ｃ
Ａ
法
の
全
体
と
分
離
可
能

で
あ
り
、
Ａ
Ｃ
Ａ
法
の
全
体
が
違
憲
と
な
る
わ
け
で
は

な
い
と
も
述
べ
て
い
ま
す
（8）

。
Ａ
Ｃ
Ａ
法
違
憲
判
決
に

つ
い
て
は
、
６
月
末
に
は
連
邦
最
高
裁
に
よ
る
司
法
判

断
が
示
さ
れ
る
予
定
で
あ
り
、
そ
の
内
容
が
大
い
に
注

目
さ
れ
ま
す
。

　

第
２
に
、
医
療
扶
助
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
の
適
用
除
外
条

項
（w

aiver

）
の
見
直
し
に
つ
い
て
で
す
。
本
連
載

で
も
紹
介
し
ま
し
た
が
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
州
政
府

の
申
請
に
基
づ
き
、
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
の
受
給
者
に
就

労
（
一
定
の
教
育
訓
練
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
参
加
を
含

む
）を
義
務
付
け
る
こ
と
を
許
可
し
ま
し
た
（9）

。
し
か
し
、

バ
イ
デ
ン
政
権
の
発
足
に
伴
い
、
メ
デ
ィ
ケ
ア
・
メ

デ
ィ
ケ
イ
ド
庁
は
、
２
０
２
１
年
２
月
12
日
に
、
そ
う

し
た
許
可
は
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
の
目
的
に
寄
与
し
な
い
と

し
て
、
許
可
の
撤
回
手
続
き
を
開
始
す
る
こ
と
を
ア
ー

カ
ン
ソ
ー
州
に
通
告

（10）

、そ
の
後
、ミ
シ
ガ
ン
州
、ニ
ュ
ー

ハ
ン
プ
シ
ャ
ー
州
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン
州
に
対
し
て
も
、

同
様
の
レ
タ
ー
を
発
出
し
ま
し
た
。
連
邦
最
高
裁
判
所

も
、
バ
イ
デ
ン
政
権
の
依
頼
を
受
け
て
、
３
月
29
日
に

予
定
し
て
い
た
、
ア
ー
カ
ン
ソ
ー
州
と
ニ
ュ
ー
ハ
ン
プ

シ
ャ
ー
州
に
お
け
る
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
受
給
者
の
就
労
義

務
化
に
関
す
る
口
頭
弁
論
を
、
中
止
し
ま
し
た
。

　

カ
イ
ザ
ー
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
財
団
の
調
査
に
よ
れ
ば
、

２
０
２
１
年
４
月
の
時
点
で
、
こ
れ
ま
で
に
就
労
義
務

化
を
申
請
し
た
19
州
の
う
ち
、
裁
判
所
に
よ
る
取
消
し

が
４
州
（
ア
ー
カ
ン
ソ
ー
州
、
ミ
シ
ガ
ン
州
、
ニ
ュ
ー

ハ
ン
プ
シ
ャ
ー
州
、
ケ
ン
タ
ッ
キ
ー
州
）、
保
留
が
７
州
、

許
可
・
施
行
前
が
６
州
、
そ
し
て
施
行
中
が
２
州
（
イ

ン
デ
ィ
ア
ナ
州
と
ユ
タ
州
）
と
の
こ
と
で
す

（11）

。
た
だ

し
、
す
で
に
許
可
さ
れ
た
州
に
対
し
て
も
、
今
後
、
メ

デ
ィ
ケ
ア
・
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
庁
に
よ
る
再
検
討
が
な
さ

れ
、
撤
回
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い
そ
う
で
す
。
ト
ラ
ン

プ
政
権
が
史
上
初
め
て
許
可
し
た
メ
デ
ィ
ケ
イ
ド
受
給

者
の
就
労
義
務
化
の
流
れ
に
つ
い
て
は
、
バ
イ
デ
ン
政

権
に
よ
っ
て
阻
止
さ
れ
た
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

　

そ
の
ほ
か
に
も
、
大
統
領
令
を
通
じ
た
医
療
保
険
取

引
所
に
お
け
る
特
別
加
入
期
間
の
設
定
や
、
Ｃ
Ａ
Ｒ
Ｅ

Ｓ
法
な
ど
一
連
の
コ
ロ
ナ
対
策
立
法
に
起
因
す
る
メ

デ
ィ
ケ
ア
の
診
療
報
酬
の
自
動
削
減
措
置
（
２
０
２
１

年
度
よ
り
２
％
削
減
）
の
発
動
停
止
を
め
ぐ
る
攻
防
な

ど
も
、
注
目
さ
れ
ま
す
。
紙
面
の
都
合
上
、
こ
れ
ら
の

政
策
動
向
に
つ
い
て
は
、
次
回
以
降
の
連
載
に
お
い
て

取
り
上
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。
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⑴https://www.whitehouse.gov/briefing-room/speeches-remarks/2021/04/29/remarks-by-president-biden-in-address-to-a-joint-
session-of-congress/（2021年5月25日最終アクセス、以下、同じ。）
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　（https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGN043OQ0U1A500C2000000/）

⑶ 「より良い復興」（Build Back Better）の語は、2015年に仙台市で開催された国連防災世界会議（UNDRR）において安倍首相（当
時）が用い、同会議で採択されたそうです。内閣府ホームページ（http://www.bousai.go.jp/kyoiku/fukko/index.html）参照。

⑷https://www.whitehouse.gov/build-back-better/

⑸その後、共和党からの対案の提出（予算規模5680億ドル）をうけて、バイデン政権は、アメリカ雇用計画の予算規模を1兆
7000億ドルに引き下げました。
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⑻https://www.supremecourt.gov/DocketPDF/19/19-840/168649/20210210151147983_19-840%2019-1019%20CA%20v%20TX.pdf

⑼髙山一夫「アメリカの医療政策動向（4）ACA法をめぐる近年の動向とその行方」『文化連情報』512号、2020年11月、32－36頁。

⑽https://www.medicaid.gov/medicaid/section-1115-demonstrations/downloads/ar-works-cms-ltr-state-demo-02122021.pdf

⑾https://www.kff.org/medicaid/issue-brief/medicaid-waiver-tracker-approved-and-pending-section-1115-waivers-by-state/
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